
 1 

 

（１）自ら雇用の安定及び就職の促進に資する教育訓練を行った場合…給付制限が解除 

※離職期間中や離職日前１年以内の教育訓練が対象 

（２）原則の給付制限期間…2ヶ月から 1ヶ月へ短縮 

 ※５年間で３回以上の自己都合離職の場合は３ヶ月。） 

（１）雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例期間…2年間延長 

（２）地域延長給付（雇用機会が不足する地域における給付日数の延長）…2年間延長 

（３）教育訓練支援給付金…給付率を基本手当の 60％として、2年間延長 

 

（１）就業手当…廃止  

（２）就業促進定着手当…上限が支給残日数の 20％に引き下げ 

60歳到達等時点に比べて 75％未満の賃金で働く続ける 60歳以上 65歳未満の一定の雇用保険

一般被保険者向けの給付金の給付率が、15％から 10％に引下げられます。 

所定の要件を満たした形で育児休業を取得した場合 

…最大 28日間の給付、給付率を 80％（手取りで 10割相当）へ引上げ 

※詳細は右記のウェブサイトで関連情報をご確認ください  

 

編集・発行 高槻市街にぎわい部産業振興課 高槻市桃園町２番１号 TEL072-674-7411 (令和７年３月２５日) 

 

 
 
 
 
   
 
 
 
2025年 4月から改正雇用保険法が順次施行されます。多様な働き方への対応や「人への

投資」の強化を目的として、雇用保険の適用拡大や育児休業給付の給付率の見直し等が行

われました。今回は 4月に施行される主な改正についてご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業主の皆様へ 

『雇用保険制度』改正ポイント 2025年 4月～順次施行 

⑤出生後休業支援給付の創設 

① 自己都合離職者の給付制限短縮など 

③暫定措置の延長 

②就業促進手当の見直し 

④高年齢雇用継続給付の給付率引下げ 
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２歳未満の子を養育するために時短勤務（育児時短就業）した場合： 

その前と比較して賃金が低下するなどの要件を満たすとき 

…原則として育児時短就業中の賃金額の 10％相当額を支給。 

※詳細は右記のウェブサイトで関連情報をご確認ください  

 ■支給資格・支給要件 

 各制度の詳細は関連ウェブサイトをご確認ください。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥育児時短就業給付金の創設 

現在の雇用保険への加入条件は、下記の 2点です。 

① 週の所定労働時間が 20時間以上 

② 31日以上の雇用が見込まれていること 

→令和 10年 10月予定の適用拡大後は、条件が「週の所定労働時間が１０時間以上」に 

変更され、より多くの従業員が雇用保険に加入できるようになります。 

これにより、パート・アルバイトなどの短時間労働者が育児休業給付金や失業給付などの

対象となる見通しです。 

 

▼各制度の詳細 

令和 7年 雇用保険 改正 厚生労働省 検 索 

▼雇用保険の適用拡大 ： 令和 10年（2028年）10月 1日施行 

約 3年後の予定です 
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令和６年１２月１７日から「共働き・共育て」の実現に向けて、男性の育児休業取得に向

けた「出生時両立支援コース」 及び 育休中の業務代替を行う周囲労働者への支援を

行う「育休中等業務代替支援コース」が拡充されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府では、すべての企業から就職差別を解消するため、「しない させない 就職差別」をテーマに

毎年６月を「就職差別撤廃月間」と位置づけ、大阪労働局とともにメッセージを発信し集中的な取り組

みを実施しています。 

 月間中、就職差別に関する相談窓口「就職差別１１０番」を開設し、電話やメールでの相談を受け付け

るとともに、府民や企業に対し、公正な選考採用の周知・啓発を行います。 
 

【就職差別 110番】（下記の情報は、２０２5年３月１日時点のものです） 

●電  話：０６－６２１０－９５１８ ＜月間中（閉庁日を除く）9時３０分～１7時３０分＞ 

●E-mail：koseisaiyo@gbox.pref.osaka.lg.jp ＜月間中随時受付＞ 

 

～しない させない 就職差別～ 

６月は就職差別撤廃月間です(大阪府) 
 

両立支援等助成金が拡充され使いやすくなりました！ 

就職差別撤廃月間 大阪府 検 索 

mailto:koseisaiyo@gbox.pref.osaka.lg.jp
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 高槻市労働相談では、労働者または事業主・人事労務担当者が直面している労働に関するトラブルや疑問
などについて、専門の労働相談員が適切なアドバイスを行い、解決をお手伝いします。 

一人で悩まずどうぞお気軽にご相談ください。 

高槻地区人権推進員企業連絡会 検 索 

労働相談（予約制） 

• 相 談 日 ： 毎月第 1・第 3・第 5火曜日、毎週木曜日  

          （休祝日及び１２月２９日～１月３日は休み） 

• 相談時間 ： 午後 1時～午後 5時 （１人あたり１時間） 

• 場 所 ： クロスパル高槻（総合市民交流センター）5階  

         ワークサポートたかつき内 相談室 

夜間労働相談（予約制） 

• 相 談 日 ： 毎月第 2・第 4火曜日 （休祝日及び１２月２９日～１月３日は休み） 

• 相談時間 ： 午後 5時～午後 9時 （１人あたり１時間） 

• 場   所 ： クロスパル高槻（総合市民交流センター）4階 403会議室 

≪問合せ・予約申込≫ 産業振興課 電話：072-674-7411まで 

 

一人で悩まず相談を！労働相談のお知らせ（高槻市） 
 

 

●加入方法 

入会金なし、年会費 20,000円 

入会ご希望の方は、入会申込書をご提出い

ただきます。詳しくは事務局までお問い合わ

せください。 

●お問い合わせ 

高槻地区人権推進員企業連絡会 事務局 

〒569-0067高槻市桃園町２番１号 

高槻市街にぎわい部 産業振興課内 

TEL.：072-674-7411   FAX：072-674-9550 

Email：sangyous-82@city.takatsuki.osaka.jp 

●活動内容 

5月 総会・全体研修（講演会） 

6月 就職差別撤廃月間街頭啓発 

6月 職場の人権啓発講座 

9月 障がい者雇用支援講演会 

１０月 職場の人権啓発講座 

１２月 人権週間街頭啓発   他 

●会員向けサービスのご紹介 

・大阪企業人権協議会等加盟団体主催セミナーの 

受講料が無料！ 

・人権関係図書・冊子等の配布 

・研修用DVD・図書・機材等の無料貸出 

・ニュースレター人企連情報 BOXの配信 

高槻地区人権推進員企業連絡会とは、高槻市内の事業所を主体に１１2 社（２０２５年３月１日現在）で組織されている

団体です。１９７８年１１月２８日に発足して以来、「就職の機会均等」と「人権尊重社会の実現」を目指し企業の立場からさ

まざまな人権問題の解決に向けて取り組んでいます。人権が尊重された社会づくりの一員としてぜひご加入ください。 

高槻地区人権推進員企業連絡会(略称：高槻地区人企連)のご案内 

～次回の高槻ワーキングニュースは令和 7年 6月 25日発行予定です～ 
 

 


